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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第58期 

第３四半期 
連結累計期間 

第59期 
第３四半期 
連結累計期間 

第58期 

会計期間 
自平成25年４月１日 
至平成25年12月31日 

自平成26年４月１日 
至平成26年12月31日 

自平成25年４月１日 
至平成26年３月31日 

売上高 （百万円） 45,225 53,055 61,351 

経常利益 （百万円） 7,597 12,506 8,834 

四半期（当期）純利益 （百万円） 5,139 8,905 5,992 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 5,157 8,970 5,999 

純資産額 （百万円） 59,288 67,843 60,147 

総資産額 （百万円） 97,631 115,524 103,318 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） 302.42 524.01 352.61 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 60.7 58.7 58.2 

 

回次
第58期

第３四半期
連結会計期間

第59期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 183.57 284.61 

 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含んでおりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、連結子会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（1）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成26年４月の消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動か

らの回復に遅れが見られるものの、雇用・所得環境は改善傾向が続いており、原油価格下落の影響や各種政策の効果

もあって、緩やかに回復していくことが期待されます。また、個人消費の回復に弱さが見られるものの、底堅さは維

持しており、緩やかに上向いていく見通しです。 

 医療用医薬品業界では、平成26年４月の薬価制度改革により、既収載の後発医薬品の薬価を３価格帯に集約する新

たな仕組みが導入されるとともに、新規収載後発医薬品の薬価についても先発医薬品の0.6掛け(一部0.5掛け)に引き

下げられました。一方、平成26年４月の診療報酬改定において、保険薬局の調剤基本料における後発医薬品調剤体制

加算が見直されたこと、およびDPC病院の機能評価係数Ⅱに後発医薬品指数が新設されたことなど、後発医薬品の使

用促進の施策も併せて実施されました。 

 このような業界環境の下、これまで適正価格販売で比較的高い薬価を維持してきた当社製品の薬価が大幅に下落し

たため、販売価格の見直しをせざるを得ませんでしたが、当社の特徴である直販体制や付加価値製剤などの価格以外

の強みを活かし、取引先数と販売数量を伸ばしました。また、前述の使用促進策により、DPC病院における当社製品

の採用が増加し、門前の保険薬局と併せて売上が増加しました。その結果、当第３四半期連結累計期間の当社グルー

プの売上高は、53,055百万円（前年同期比17.3％増）となりました。 

 コスト面では、工場稼働率の向上や山形工場の減価償却費の減少などの一方で、大幅な薬価引き下げによる影響が

見られるものの、当社主力製品の売上数量の増加などにより、原価率は48.6%と、前年同期と比較してわずかに低下

しました。販売費及び一般管理費に関しては、付加価値製剤などを含む開発品目の増加に伴う研究開発費の増加など

により、2,137百万円増加しましたが、売上高の増加と比較して低い伸びにとどまり、営業利益は8,612百万円（同

34.8％増）となりました。また、急速に進んだ円安の影響により、デリバティブ評価益2,958百万円が発生したた

め、経常利益は12,506百万円（同64.6％増）、四半期純利益は8,905百万円（同73.3％増）と大幅な増益になりまし

た。 

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（3）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、4,657百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,000,000

計 49,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,172,000 17,172,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 17,172,000 17,172,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

 平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 17,172,000 － 4,717 － 7,870

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   176,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,988,100 169,881 －

単元未満株式 普通株式    7,200 － －

発行済株式総数 17,172,000 － －

総株主の議決権 － 169,881 －

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東和薬品株式会社
大阪府門真市新橋町

２番11号
176,700 － 176,700 1.03

計 － 176,700 － 176,700 1.03

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。

- 4 -



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,038 5,704 

受取手形及び売掛金 19,505 23,007 

有価証券 4,637 2,000 

商品及び製品 12,412 14,520 

仕掛品 3,554 3,493 

原材料及び貯蔵品 6,707 8,577 

その他 4,091 6,679 

貸倒引当金 △152 △34 

流動資産合計 56,794 63,947 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 21,663 21,123 

機械装置及び運搬具（純額） 9,019 9,246 

土地 7,249 9,114 

建設仮勘定 3,470 6,541 

その他（純額） 1,185 1,184 

有形固定資産合計 42,587 47,211 

無形固定資産 906 885 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,937 2,367 

退職給付に係る資産 182 47 

その他 917 1,071 

貸倒引当金 △6 △5 

投資その他の資産合計 3,029 3,480 

固定資産合計 46,523 51,576 

資産合計 103,318 115,524 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 9,775 11,356 

短期借入金 1,400 1,550 

1年内返済予定の長期借入金 2,925 2,755 

未払法人税等 1,915 2,086 

引当金 106 79 

その他 8,634 8,699 

流動負債合計 24,757 26,528 

固定負債    

長期借入金 16,620 19,314 

引当金 147 163 

退職給付に係る負債 13 － 

その他 1,631 1,674 

固定負債合計 18,413 21,152 

負債合計 43,170 47,681 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,717 4,717 

資本剰余金 7,870 7,870 

利益剰余金 48,049 55,680 

自己株式 △639 △639 

株主資本合計 59,998 67,629 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 131 209 

退職給付に係る調整累計額 17 4 

その他の包括利益累計額合計 149 213 

純資産合計 60,147 67,843 

負債純資産合計 103,318 115,524 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高 45,225 53,055 

売上原価 22,306 25,773 

売上総利益 22,919 27,281 

販売費及び一般管理費 16,532 18,669 

営業利益 6,387 8,612 

営業外収益    

受取利息 22 60 

受取配当金 3 4 

技術指導料 45 45 

為替差益 134 186 

有価証券評価益 197 340 

デリバティブ評価益 615 2,958 

貸倒引当金戻入額 87 110 

その他 231 301 

営業外収益合計 1,338 4,008 

営業外費用    

支払利息 84 101 

その他 42 12 

営業外費用合計 127 113 

経常利益 7,597 12,506 

特別利益    

固定資産売却益 0 0 

特別利益合計 0 0 

特別損失    

固定資産処分損 48 29 

工場用地移転損失 68 － 

特別損失合計 116 29 

税金等調整前四半期純利益 7,481 12,477 

法人税等 2,341 3,571 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,139 8,905 

四半期純利益 5,139 8,905 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,139 8,905 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 17 77 

退職給付に係る調整額 － △12 

その他の包括利益合計 17 64 

四半期包括利益 5,157 8,970 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 5,157 8,970 

少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

 （退職給付に関する会計基準等の適用）

  「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の

決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見

込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しました。

  退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減

しております。

  なお、これによる当第３四半期連結累計期間の連結貸借対照表及び連結損益計算書に与える影響は軽微であり

ます。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 3,918百万円 4,085百万円

 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日）

 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 637 37.50 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

平成25年11月11日

取締役会
普通株式 637 37.50 平成25年９月30日 平成25年12月２日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 637 37.50 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年11月10日

取締役会
普通株式 637 37.50 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、医薬品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。 

 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

  １株当たり四半期純利益金額 302円42銭 524円01銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（百万円） 5,139 8,905

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 5,139 8,905

普通株式の期中平均株式数（株） 16,995,294 16,995,225

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。

 

２【その他】

 平成26年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 （イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・637百万円

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・37円50銭

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成26年12月１日

（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月10日

東和薬品株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 渡部  健   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 押谷 崇雄   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東和薬品株式会
社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成
26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。 
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東和薬品株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。
 
利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上
 

 

 (注)１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管

しております。 

   ２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成27年２月10日

【会社名】 東和薬品株式会社

【英訳名】 TOWA PHARMACEUTICAL CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  吉田 逸郎

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪府門真市新橋町２番11号

【縦覧に供する場所】 株式会社 東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役吉田逸郎は、当社の第59期第３四半期（自平成26年10月１日 至平成26年12月31日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


